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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第12期

中間連結会計期間
第11期

会計期間
自　2026年１月１日
至　2026年６月30日

自　2025年１月１日
至　2025年12月31日

売上高 （百万円） 5,809 7,576

経常利益 （百万円） 2,390 2,139

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 1,656 1,500

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 1,656 1,500

純資産額 （百万円） 6,818 5,516

総資産額 （百万円） 11,261 7,986

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 90.13 83.31

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 89.25 81.07

自己資本比率 （％） 60.27 69.08

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 3,544 2,281

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △155 △396

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △441 △70

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 9,071 6,124

 

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．当社は、前連結会計年度末より連結財務諸表を作成しているため、第11期中間連結会計期間の主要な経営指

標等については記載しておりません。

３．当社は、2025年３月16日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益を算定しております。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な

関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前連結会計年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社グループは、前連結会計年度末より連結財務諸表を作成しているため、前中間連結会計期間との比較分析は

行っておりません。

なお、文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。
 
（１）財政状態の状況

（資産）

当中間連結会計期間末における総資産は11,261百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,275百万円増加しまし

た。

流動資産は9,755百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,189百万円の増加となりました。これは主に現金及び

預金2,947百万円の増加、売掛金148百万円の増加によるものであります。

固定資産は1,506百万円となり、前連結会計年度末に比べ85百万円の増加となりました。これは主に無形固定資

産81百万円の増加、有形固定資産4百万円の増加によるものであります。
 
（負債）

当中間連結会計期間末における負債は4,442百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,973百万円増加しました。

流動負債は4,406百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,960百万円の増加となりました。これは主に契約負債

1,603百万円の増加、未払法人税等207百万円の増加によるものであります。

固定負債は36百万円となり、前連結会計年度末に比べ12百万円の増加となりました。これはリース債務12百万円

の増加によるものであります。
 
（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産合計は6,818百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,301百万円増加しま

した。これは主に剰余金の配当による利益剰余金458百万円の減少があった一方で、親会社株主に帰属する中間純

利益の計上による利益剰余金1,656百万円の増加によるものであります。

 
（２）経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、春闘を背景とした賃上げの動きや雇用・所得環境の改善、企業収

益の改善等を背景に、緩やかな景気回復の動きがみられました。

一方で、継続する物価上昇に加え、中東情勢に起因する原油価格及び原材料価格の高騰による経済への影響が懸

念されるなど、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。

人材採用領域においては、有効求人倍率（季節調整値）は2026年６月には1.18倍となり、人材需要は継続して堅

調に推移しております。また、オンラインでの採用活動が企業の採用プロセスとして定着する中、データ及びAIを

活用した採用活動の効率化・高度化に対する需要は底堅く推移しております。

このような環境の中、当社は、法人向け営業体制の強化及びマーケティング活動の推進により、新規取引先との

接点拡大及び求人掲載サービス、スカウトサービスの販売強化に取り組みました。さらに、学生からの支持を背景

としたブランド力の強化を活かし、学生・企業双方のニーズに合致したサービスの強化に取り組むとともに、求人

掲載サービス及びスカウトサービスを中心とした法人顧客との取引拡大を推進し、会員数及び法人顧客数の拡大に

注力しております。

当中間連結会計期間において会員数は2,583千人、法人取引累計社数は7,496社となりました。

以上の結果、当中間連結会計期間における売上高は5,809百万円、営業利益は2,372百万円、経常利益は2,390百

万円、親会社株主に帰属する中間純利益は1,656百万円となりました。

なお、当社グループはキャリアデータプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、セグメント情報に関

連付けた記載を行っておりません。
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（３）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

て、2,947百万円増加し、9,071百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と要因は、以下のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は3,544百万円となりました。これは主に、法人税等の支払額520百万円、売上債権

の増加額148百万円があった一方で、税金等調整前中間純利益2,390百万円、契約負債の増加額1,603百万円があっ

たことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は155百万円となりました。これは主に、無形固定資産の取得による支出148百万

円、投資有価証券の取得による支出5百万円があったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は441百万円となりました。これは主に、ストックオプションの行使による収入24

百万円があった一方で、配当金の支払額458百万円があったことによるものであります。

 

（４）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当中間連結会計期間において、会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありま

せん。
 
（５）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等に重要な変更はありません。
 

（６）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。
 

（７）研究開発活動

当中間連結会計期間の研究開発費の総額は0百万円であります。また、当中間連結会計期間において、研究開発

活動の状況に重要な変更はありません。
 

（８）経営成績に重要な影響を与える要因

当中間連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありません。
 

（９）資本の財源及び資金の流動性について

当中間連結会計期間において、当社グループの資本の財源及び資金の流動性についての重要な変更はありませ
ん。

 

３【重要な契約等】

当社は、株式会社ゼロワンブレインの全発行済株式を取得し子会社化することを目的とした株式譲渡契約につきま

して、2026年３月26日開催の取締役会決議に基づき、同日に締結いたしました。2026年７月31日付で株式取得を実施

しており、詳細は、「第４　経理の状況　重要な後発事象」に記載のとおりであります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）
（2026年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年８月13日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 18,435,940 18,435,940
東京証券取引所

グロース市場

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は100株であ

ります。

計 18,435,940 18,435,940 － －

（注）2026年８月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式数は、含まれておりませ

ん。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　第４回新株予約権

決議年月日 2026年２月24日

付与対象者の区分及び人数（名） 当社取締役　３、当社従業員　51

新株予約権の数（個）※ 5,480　(注)１．

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※

普通株式　548,000（注）１．

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ 1,937（注）２．

新株予約権の行使期間 ※ 自　2031年４月１日　至　2036年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　1,937

資本組入額　968.5（注）３．

新株予約権の行使の条件 ※ （注）４．

新株予約権の譲渡に関する事項 ※ 譲渡による本新株予約権の取得については、当社

取締役会の決議による承認を要するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ※ （注）５．

※　新株予約権の発行時（2026年３月11日）における内容を記載しております。

 

（注）１．本新株予約権１個あたりの目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は、当社普通

株式100株とする。なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普

通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により調整さ

れるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約権のうち、当該時点で行使されていない

新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数につ

いては、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（または併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割または資本金の額の減少を行う場合そ

の他これらの場合に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式

数は適切に調整されるものとする。
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２．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株あたりの払込金額（以下、「行使価額」と
いう。）に、付与株式数を乗じた金額とする。
行使価額は、新株予約権発行に係る取締役会決議日の前取引日である 2026年２月20日の東京証券取引
所グロース市場における当社株式の終値である金1,937円とする。
なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額
を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

 

調整後行使価額＝調整前行使価額

 

×

1

分割（または併合）の比率

 

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行または自己

株式の処分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換によ

る自己株式の移転の場合を除く。）、 次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数

は切り上げる。

調整後行使価額 ＝
調整前

行使価額
×

既発行株式数
＋

新規発行株式数 ×
１株あたり

払込金額

新規発行前の１株あたりの時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

 

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株

式にかかる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合に

は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う

場合、その他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な

範囲で適切に行使価額の調整を行うことができるものとする。

３．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第

17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満

の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、上記

の資本金等増加限度額から、上記に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

４．新株予約権の行使の条件は、以下のとおりであります。

（１）新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」という。）は、2030年12月期にお

いて、当社の連結損益計算書（連結損益計算書を作成していない場合には損益計算書）及

び連結キャッシュ・フロー計算書（連結キャッシュ・フロー計算書を作成していない場合

にはキャッシュ・フロー計算書）に記載された売上高が35,000百万円を超過し、かつ

EBITDAが10,000百万円を超過した場合にのみ、これ以降本新株予約権を行使することがで

きる。本要項において「EBITDA」とは、当社の連結損益計算書（連結損益計算書を作成し

ていない場合には損益計算書）に記載された営業利益に、減価償却費（のれんを含む無形

固定資産の償却費を含む。）及び株式報酬費用を加算した額をいう。なお、上記における

売上高及びEBITDAの判定に際しては、当社が提出した有価証券報告書における数値を参照

するものとし、決算期の変更、国際財務報告基準の適用、適用される会計基準の変更、当

社の業績に多大な影響を及ぼす企業買収等の事象が発生した場合など、当該数値で判定を

行うことが適切ではないと当社取締役会が判断した場合には、当社は合理的な範囲内で当

該影響を排除するための適切な調整を行うことができるものとする。

（２）新株予約権者は、新株予約権の権利行使時において、当社または当社関係会社の取締役、

監査役または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その

他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

（３）新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

（４）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総

数を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

（５）各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。
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５．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換ま

たは株式移転（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再

編行為の効力発生日に新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８

号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条

件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予

約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換

契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数：新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一

の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類：再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数：組織再編行為の条件を勘案のうえ、

（注）１に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額：交付される各新株予約権の行使に際し

て出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、（注）２で定められる

行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記（３）に従って決定される株式の数

を乗じた額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間：行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日の

うちいずれか遅い日から、行使期間の末日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関

する事項：（注）３に準じて決定する。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限：譲渡による取得の制限については、再編対象会社の

取締役会の決議による承認を要するものとする。

（８）その他新株予約権の行使の条件：（注）４に準じて決定する。

（９）新株予約権の取得事由及び条件：下記（注）６に準じて決定する。

（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

６．本新株予約権の取得の事由及び取得条件は、以下のとおりであります。

（１）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もし

くは分割計画、または当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画につい

て株主総会の承認（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合

は、当社は、当社取締役会が別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で

取得することができる。

（２）新株予約権者が権利行使をする前に、（注）４に定める規定により本新株予約権の行使が

できなくなった場合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2026年１月１日～

2026年５月14日

（注）１

40,230 18,391,740 6 60 6 878

2026年５月15日

（注）２

24,700 18,416,440 24 85 24 902

2026年５月15日～

2026年５月31日

（注）１

15,000 18,431,440 4 89 4 907

2026年６月１日

（注）３

－ 18,431,440 △39 50 － 907

2026年６月１日～

2026年６月30日

（注）１

4,500 18,435,940 1 51 1 908

（注）１．新株予約権の行使による増加であります。

２．譲渡制限付株式報酬としての新株式発行

発行価格　　1,947円

資本組入額　973.5円

割当先　　　当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）３名

当社の執行役員10名

当社の従業員47名

３．今後の資本政策の柔軟性・機動性を確保し、適切な税制への適用を通じて財務内容の健全性の向上を図ること

を目的として、2026年３月30日開催の定時株主総会決議により、資本金の額を39百万円減少し、その減少する

資本金の額の全額をその他資本剰余金に振り替えております。なお、資本金の額の減少の効力発生日は2026年

６月１日であり、資本金の減資割合は44.0％となっております。
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（５）【大株主の状況】

   2026年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

宮下　尚之 東京都世田谷区 10,290 55.84

長澤　有紘 東京都目黒区 862 4.68

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）
東京都中央区晴海１丁目８番１２号 782 4.25

倉田　将志 広島県福山市 673 3.66

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区赤坂１丁目８番１号 587 3.19

ＩＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ ＢＲＯＫ

ＥＲＳ ＬＬＣ

（常任代理人　インタラクティブ・

ブローカーズ証券株式会社）

ＯＮＥ ＰＩＣＫＷＩＣＫ ＰＬＡＺＡ

ＧＲＥＥＮ　ＷＩＣＨ， ＣＯＮＮＥＣ

ＴＩＣＵＴ ０６８３０　ＵＳＡ

（東京都千代田区霞が関３丁目２番５

号）

568 3.08

ＢＮＹ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴ ＡＣ

ＣＯＵＮＴ ＪＰＲＤ ＡＣ ＩＳＧ

（ＦＥ－ＡＣ）

（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ

銀行）

ＰＥＴＥＲＢＯＲＯＵＧＨ ＣＯＵＲＴ

１３３ ＦＬＥＥＴ ＳＴＲＥＥＴ ＬＯ

ＮＤＯＮ ＥＣ４Ａ２ＢＢ ＵＮＩＴＥＤ

ＫＩＮＧＤＯＭ

（東京都千代田区丸の内１丁目４番５

号）

390 2.12

ＮＯＲＴＨＥＲＮ　ＴＲＵＳＴ　Ｃ

Ｏ．（ＡＶＦＣ）　ＲＥ　ＮＯＮ　

ＴＲＥＡＴＹ　ＣＬＩＥＮＴＳ　Ａ

ＣＣＯＵＮＴ

（常任代理人　香港上海銀行東京支

店）

５０　ＢＡＮＫ　ＳＴＲＥＥＴ　ＣＡＮ

ＡＲＹ　ＷＨＡＲＦ　ＬＯＮＤＯＮ　Ｅ

１４　５ＮＴ，　ＵＫ

（東京都中央区日本橋３丁目１１番１

号）

288 1.56

ＮＯＭＵＲＡ　ＰＢ　ＮＯＭＩＮＥ

ＥＳ　ＬＩＭＩＴＥＤ　ＯＭＮＩＢ

ＵＳ－ＭＡＲＧＩＮ　（ＣＡＳＨＰ

Ｂ）

（常任代理人　野村證券株式会社）

１　ＡＮＧＥＬ　ＬＡＮＥ，　ＬＯＮＤ

ＯＮ，　ＥＣ４Ｒ　３ＡＢ，　ＵＮＩＴ

ＥＤ　ＫＩＮＧＤＯＭ

（東京都中央区日本橋１丁目１３番１

号）

216 1.17

北野　唯我 東京都目黒区 189 1.03

計 － 14,849 80.58

（注）１．発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しており

ます。

２．2026年５月12日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、アセットマネジメントＯｎｅ株式会

社が2026年４月30日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2026年６月30日

現在における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めておりません。なお、その大

量保有報告書の内容は次のとおりです。

氏名又は名称 住所

保有株券等の
数

（千株）

株券等保有割合

（％）

アセットマネジメントＯｎｅ株

式会社
東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 907 4.94
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 7,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,416,500 184,165 －

単元未満株式 普通株式 12,440 － －

発行済株式総数  18,435,940 － －

総株主の議決権  － 184,165 －

（注）「単元未満株式」欄の株式数には、当社所有の自己株式23株が含まれています。

 

②【自己株式等】

    2026年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社ワンキャリア
東京都渋谷区桜丘町

20番１号
7,000 － 7,000 0.04

計 － 7,000 － 7,000 0.04

（注）上記の他、単元未満株式が23株あります。なお、当該株式は上記「①発行済株式」の「単元未満株式」の欄に含ま

れております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

（１）当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第

28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規

則第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

（２）当社の中間連結財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しており

ましたが、当中間連結会計期間より百万円単位で記載することに変更しております。

なお、比較を容易にするため、前連結会計年度についても百万円単位で表示しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６

月30日まで）に係る中間連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年12月31日)

当中間連結会計期間
(2026年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,124 9,071

売掛金 309 457

棚卸資産 ※１ 4 ※１ 15

その他 127 210

流動資産合計 6,565 9,755

固定資産   

有形固定資産 270 274

無形固定資産   

のれん 64 59

その他 345 432

無形固定資産合計 410 492

投資その他の資産   

投資有価証券 166 172

繰延税金資産 190 184

その他 382 382

投資その他の資産合計 739 739

固定資産合計 1,420 1,506

資産合計 7,986 11,261

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 65 105

短期借入金 ※２ 100 ※２ 100

リース債務 11 18

未払法人税等 517 725

契約負債 957 2,561

賞与引当金 37 55

その他 757 840

流動負債合計 2,446 4,406

固定負債   

リース債務 23 36

固定負債合計 23 36

負債合計 2,469 4,442

純資産の部   

株主資本   

資本金 54 51

資本剰余金 1,691 1,766

利益剰余金 3,772 4,969

自己株式 △0 △0

株主資本合計 5,516 6,787

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △0 △0

その他の包括利益累計額合計 △0 △0

新株予約権 － 31

純資産合計 5,516 6,818

負債純資産合計 7,986 11,261
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

 （単位：百万円）

 
 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

売上高 5,809

売上原価 626

売上総利益 5,183

販売費及び一般管理費 ※ 2,810

営業利益 2,372

営業外収益  

受取利息 16

その他 3

営業外収益合計 19

営業外費用  

支払利息 0

投資事業組合運用損 0

譲渡制限付株式報酬償却損 0

その他 0

営業外費用合計 1

経常利益 2,390

税金等調整前中間純利益 2,390

法人税、住民税及び事業税 727

法人税等調整額 5

法人税等合計 733

中間純利益 1,656

親会社株主に帰属する中間純利益 1,656
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【中間連結包括利益計算書】

 （単位：百万円）

 
 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

中間純利益 1,656

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 △0

その他の包括利益合計 △0

中間包括利益 1,656

（内訳）  

親会社株主に係る中間包括利益 1,656

非支配株主に係る中間包括利益 －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

 （単位：百万円）

 
 当中間連結会計期間
(自　2026年１月１日
　至　2026年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前中間純利益 2,390

減価償却費 81

のれん償却額 4

受取利息及び受取配当金 △16

支払利息 0

株式報酬費用 50

投資事業組合運用損益（△は益） 0

売上債権の増減額（△は増加） △148

棚卸資産の増減額（△は増加） △11

仕入債務の増減額（△は減少） 40

契約負債の増減額（△は減少） 1,603

未払金の増減額（△は減少） 85

その他 △33

小計 4,048

利息及び配当金の受取額 17

利息の支払額 △0

法人税等の支払額 △520

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,544

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △1

無形固定資産の取得による支出 △148

投資有価証券の取得による支出 △5

敷金及び保証金の差入による支出 △1

敷金及び保証金の回収による収入 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △155

財務活動によるキャッシュ・フロー  

自己株式の取得による支出 △0

配当金の支払額 △458

リース債務の返済による支出 △8

ストックオプションの行使による収入 24

新株予約権の発行による収入 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △441

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,947

現金及び現金同等物の期首残高 6,124

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 9,071
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（中間連結貸借対照表関係）

※１．棚卸資産の内訳は、次の通りであります。

 
前連結会計年度
（2025年12月31日）

当中間連結会計期間
（2026年６月30日）

製品 4百万円 15百万円

貯蔵品 0 0

 

※２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行４行（前連結会計年度３行）と当座貸越契約を締

結しております。

当座貸越契約に係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年12月31日）

当中間連結会計期間
（2026年６月30日）

当座貸越極度額 900百万円 1,000百万円

借入実行残高 100 100

差引額 800 900

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

給料及び手当 728百万円

賞与引当金繰入額 47

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りであります。

 
当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

現金及び預金勘定 9,071百万円

現金及び現金同等物 9,071
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（株主資本等関係）

当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

2026年２月12日
取締役会

普通株式 利益剰余金 458 25 2025年12月31日 2026年３月16日

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動に関する事項

当中間連結会計期間において、新株予約権の行使により、資本金及び資本剰余金がそれぞれ12百万円増加し

ております。

また、2026年５月15日付で譲渡制限付株式報酬としての新株発行により、資本金及び資本準備金がそれぞれ

24百万円増加しております。

そして、2026年３月30日開催の定時株主総会決議に基づき、2026年６月１日付で減資の効力が発生し、資本

金の額が39百万円減少、その他資本剰余金の額が39百万円増加しております。

これらにより、当中間連結会計期間末において、資本金が51百万円、資本剰余金が1,766百万円となってお

ります。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、キャリアデータプラットフォーム事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。

 

EDINET提出書類

株式会社ワンキャリア(E36944)

半期報告書

17/23



（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当中間連結会計期間（自　2026年１月１日　至　2026年６月30日）

 （単位：百万円）

 キャリアデータ
プラットフォーム事業

一時点で移転される財又はサービス 2,075

一定の期間にわたり移転される財又はサービス 3,734

顧客との契約から生じる収益 5,809

その他の収益 －

外部顧客への売上高 5,809

 

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
当中間連結会計期間
（自　2026年１月１日
至　2026年６月30日）

（1）１株当たり中間純利益 90円13銭

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する中間純利益（百万円） 1,656

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
1,656

普通株式の期中平均株式数（株） 18,379,505

（2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 89円25銭

（算定上の基礎）  

親会社株主に帰属する中間純利益調整額（百万円） －

普通株式増加数（株） 180,259

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連

結会計年度末から重要な変動があったものの概要

2026年２月24日開催の

取締役会決議による

第４回新株予約権

新株予約権の数　5,480個

（普通株式数　548,000株）
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（重要な後発事象）

（取得による企業結合）

当社は、2026年３月26日開催の当社取締役会において、株式会社ゼロワンブレイン（以下「ゼロワンブレイン

社」）の株式100%を取得し、完全子会社化すること（以下「本取得」）について決議いたしました。この決議に

基づいて、2026年７月31日付でゼロワンブレイン社の株式100％を取得し、連結子会社化しております。

 

１．企業結合の概要

（１）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称１：株式会社ゼロワンブレイン（子会社）

事業の内容：持株会社（株式会社キッズ・コーポレーションの100％持株会社）

被取得企業の名称２：株式会社キッズ・コーポレーション（孫会社）

事業の内容：高校生・高等学校を対象とした大学・短期大学・専門学校に関する広告支援及び、高卒求

人募集を行う企業に対する求人募集支援

（２）企業結合を行った主な理由

ゼロワンブレイン社が有する事業子会社である株式会社キッズ・コーポレーション（以下「キッズ

社」）は、「教育の力で、未来をデザインする。」という理念のもと、高校生に対して進学サポートサー

ビス及び就職サポートサービスを提供しております。キッズ社は大学、短期大学、専門学校約1,500校、

高校約3,500校に及ぶ広範な学校ネットワークを築いており、年間約5,000回のガイダンスや講演などのイ

ベント企画を通じて全国の高校生の進路選択を支えております。

本取得により、高校生時の進路選択から、大学入学後のキャリア形成、就職活動に至るまで、学生の

キャリアパスを中長期的に一気通貫でサポートする体制が整い、当社単体では時間を要する「高校生の進

路支援領域」への早期進出が可能となります。

また、キッズ社が保有する全国の高校・大学・短期大学・専門学校との強固なネットワークおよび高校

生の進路選択に関するデータと、当社グループのデータを融合させることで、クライアント企業および教

育機関と学生ユーザーの最適なマッチングを加速させ、顧客価値および企業価値の最大化を図ってまいり

ます。

（３）企業結合日

2026年７月31日

（４）企業結合の法的形式

株式取得

（５）結合後企業の名称

結合後の名称に変更はございません。

（６）取得した議決権比率

ゼロワンブレイン社　　100％

キッズ社　　　　　　　100％（うち間接所有分100％）

（７）取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

 

２．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 3,930百万円

取得原価  3,930

（注）なお、取得原価については、株式譲渡契約において価格調整条項が付されているため、上記金額は

暫定の金額であります。

 

３．主要な取得関連費用の内容及び金額

アドバイザリー等に対する報酬・手数料等　 11百万円

 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

現時点では確定しておりません。

 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

現時点では確定しておりません。
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（連結子会社間の吸収合併）

当社は、2026年７月31日開催の当社取締役会において、2026年10月１日（予定）を効力発生日として、当社

の連結子会社である株式会社ゼロワンブレイン（以下「ゼロワンブレイン社」）を消滅会社、ゼロワンブレイ

ン社の連結子会社である株式会社キッズ・コーポレーション（以下「キッズ社」）を存続会社として吸収合併

（以下「本吸収合併」）することを決議いたしました。

 

１．本組織再編の目的

本組織再編は、キッズ社の経営及び事業の効率性を高めるとともに、グループ内における重複する法人管理

業務等を削減・集約し、経営基盤の強化を図ることを目的として実行するものです。

 

２．本吸収合併の要旨

（１）本吸収合併の日程

取締役会決議日　　　　　　　　2026年７月31日

契約締結日　　　　　　　　　　2026年７月31日

合併承認株主総会（当事会社）　2026年７月31日

効力発生日　　　　　　　　　　2026年10月１日（予定）

（２）本吸収合併の方式

キッズ社を存続会社とし、ゼロワンブレイン社を消滅会社とする吸収合併

（３）本吸収合併に係る割当ての内容

本吸収合併は、当社の完全子会社間で行う組織再編です。本吸収合併により、消滅会社であるゼロワンブレ

イン社が保有する存続会社キッズ社の株式は、キッズ社が承継する自己株式となります。キッズ社は、当該自

己株式を、消滅会社であるゼロワンブレイン社の株主である当社に対し、合併対価として割当交付いたしま

す。

（４）本吸収合併に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い

該当事項はありません。

 

３．実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2024年９月13日）に基づき、共通支配下

の取引として会計処理いたします。

 

２【その他】

2026年２月12日開催の取締役会において、2025年12月31日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり期末配

当を行うことを決議いたしました。

①配当金の総額 458百万円

②１株当たりの金額 25円

③支払請求の効力発生日及び支払開始日 2026年３月16日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2026年８月10日

株式会社ワンキャリア

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

　東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柴谷　哲朗

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 櫻井　純一

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ワン

キャリアの2026年１月１日から2026年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年１月１日から2026年６月

30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、

中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社ワンキャリア及び連結子会社の2026年６月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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